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１はじめに

比の構造規準は米国の規準を参考に作成されているの

で、米国の規準を理解することが重要である。2015 年の

建築学会大会において、米・比・日の耐震基準の比較を

行った 1)が、今回は、米国の FEMA が作成した RC 構造の設

計例 2)について紹介する。用語は参考文献３）を参考にし

た。参考文献を(その 8)に示す。

２．建物の概要

設計例では、建設地として地震の多いバークレーと、

地震が少ないホノルルの建物を取り上げているが、ここ

では、バークレーについて紹介する。

・建設地：カリフォルニヤ州バークレー

・構造種別：鉄筋コンクリート造

・構造タイプ：長辺方向は純ラーメン構造

短辺方向は壁付きラーメン構造

・階数：地上 12 階、地下 1 階

・階高：1 階が 5.486m、2 階以上が 3.962m

・建物高さ：49.068m

・スパン：長辺方向が 9.144ｍ×7 スパン

短辺方向 12.192ｍ＋6.096ｍ＋12.192ｍ

・建物用途:1 階が店舗で 2 階以上が事務所

・建築計画：伏図と軸組み図は図１参照

・設計方法：強度設計法

３．使用材料

・コンクリート強度：5000psi (34.4kN/mm2)

・鉄筋の降伏点 ：60ksi (405kN/mm2)

４．部材断面

・柱：76.2cm×76.2cm 日本に比べて非常に小さい

・梁：58.8cm×81.3cm、 ・壁厚 400（㎜）

・スラブ：ジョイスト T 型スラブ、厚さが 10.16cm で、

小梁部分はせいが 50.8cm で幅が 15.2cm

５．地盤種別（Site Class）

地盤種別は A~F の 6 種類あるが、ここでは C 種とする。

表１参照

６．地震応答加速度

全米各地における、建物の周期 0.2(s)と周期 1.0(s)の場

合の地図上応答加速度 Ss と S1が、コンター図で示されて

いる。図 2 に米国西部の B 種地盤、減衰定数 5%, 周期

0.2(s)の場合の抜粋を示す（本建物の建設地は○印）。

周期 1.0(s)の場合は省略する。

図１ 対象建物 上；伏図、下：軸組図

表１地盤種別 （表層 100ft 平均特性を考慮）

1ft=0.3048m, 1ft2=0.0929 ㎡、1psf=1lb/ft2=0.0479kPa（kN/㎡）

地盤種別 せん断波速度 Vs

（ ft/s）

N 値 せん断強度

Su(psf)

A.硬質岩盤 ＞5,000 適用不可 適用不可

B.岩盤 2,500to5,000 適用不可 適用不可

C.超硬質岩盤

軟質岩盤

1,200to2,500 ＞50 ＞2,000psf

D.硬い地盤 600to1,200 15to50 1,000to2,000psf

E .軟質地盤 ＜600 ＜15 ＜1,000psf

次の性質を有する地盤が 10ft 以上続く地盤

1.塑性指数 PI＞⒛ 2.含水比 ｗ≧40％, 3.せん断強度

Su＜500psf

F. 詳細解析が

必要な地盤

・液状化地盤、・泥炭や有機粘土、・非常に塑性化しす

い粘土・非常に厚い軟質・中硬質粘土
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図 2 B 種地盤における 0.2 秒応答加速

図２から 地図上応答加速度：Ss=165％g（

同様に 地図上応答加速度：S1=68%g（＝

この値に地盤係数 Fa（表２参照）、Fv（省略）

表２ 周期 0.2(s)の場合の地盤係数

地盤係数を乗じた後の調整応答加速度は

周期 0.2(s)の場合：SＭＳ=Fa×Ss=1×1.65

周期 1(s)の場合：SM1=Fv ×S1=1.3×0.68

設計用応答加速度はこれらの値に 2／3 を乗じる。

周期 0.2(s)の設計用応答加速度：SＤＳ

周期 1(s)の設計用応答加速度：SD1=2

７．建物の危険度区分・重要度係数・耐震設計区分

建物の危険度区分は表３からⅡ類に分類される

表３ 建物の危険度区分

重要度係数は危険度区分により表４のように

耐震設計区分を表 5 に示すが、SDSと SD1および危険度区分に

よって決まる。耐震設計区分に応じて、余剰係数

解析手法の適否、層間変形角の制限値の値等が決まる。
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秒応答加速度 Ss（抜粋）

（＝1.65g）

（＝0.68ｇ）

（省略）を乗じる。

係数 Fa

1.65＝1.65

0.68＝0.884

を乗じる。

ＤＳ=2/3×1.65＝1.1

=2/3×0.884＝0.589

耐震設計区分

に分類される。

のように分類される。

および危険度区分に

耐震設計区分に応じて、余剰係数ρ、応力

解析手法の適否、層間変形角の制限値の値等が決まる。

表４ 危険度区分と重要度係数

表５ 耐震設計区分（SDSによる

本建物の場合はＤに該当する。

危険度区分がⅠ、Ⅱ、Ⅲの場合は

８．応答補正係数 R, 余力係数

本建物場合、応答補正係数Ｒ，

Cd を表６に示す。

表６ 応答補正係数 R,余力係数

加力方向 構造骨組形式

長辺方向 純ラーメン構造

短辺方向 壁付きラーメン構造

９．組み合わせ荷重（荷重効果）

荷重効果とは、荷重によって部材に生じる応力や変形で、

本建物の場合、荷重効果の組み合わせは次の通りとする。

1.2D＋1.6L, 1.2D＋0.5L±

ここで、D は固定荷重、L は積載荷重、

１０．余剰係数ρ、余力係数Ω

部材を設計する時の地震荷重効果

慮する。 E=Eh±Ev Ev は鉛直地震力

Eh は水平地震力で次の二つの式を検討する。

Eh=ρQe （Qe は設計用地震力による効果

建物はバランスが良い

Eh=ΩoQe（本建物は構造部材の不連続性がないので

余力係数Ω

１１．平面的不整形と立面的不整形

平面的不整形は捩り、平面的突出部分、床面積の

み、直交しない骨組み等が定義され、本建物

な捩りを生じる。立面的不整形は上下方向の剛性

耐力の不整形等が定義される。

いる。本建物では立面的不整形を

建物の危険度区分

ＩorⅡ

Ⅲ

Ⅳ

SDSの値

危険度区分

ⅠorⅡ

SDS<0.167 A

0.167≦SDS<0.33 B

0.33≦SDS<0.5 C

0.5≦SDS D
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危険度区分と重要度係数 I

による）

本建物の場合はＤに該当する。なお、S1>0.75 のばあい、

区分がⅠ、Ⅱ、Ⅲの場合は E、Ⅳの場合は F とする。

余力係数Ωo、変形増大率 Cd

Ｒ，余力係数Ωo, 変形増大率

余力係数Ωo,変計増大率 Cd

応答補

正係数 R

余力係数

Ω0

変形増大

率 Cd

8 3 5.5

7 2.5 5.5

（荷重効果）

荷重効果とは、荷重によって部材に生じる応力や変形で、

組み合わせは次の通りとする。

±1.0E, 0.9D±1.0E

は積載荷重、E は地震荷重

Ωo

部材を設計する時の地震荷重効果 E は水平と鉛直を考

は鉛直地震力で Ev＝0.2SDSD

は水平地震力で次の二つの式を検討する。

は設計用地震力による効果、また本

良いので余剰係数ρは 1.0）

構造部材の不連続性がないので

Ωo は考慮しない）

平面的不整形と立面的不整形

り、平面的突出部分、床面積の欠き込

み、直交しない骨組み等が定義され、本建物では偶発的

不整形は上下方向の剛性、重量、

。日本の剛重比も類似して

立面的不整形をクリアしている。

重要度係数Ｉ

1.0

1.25

1.5

危険度区分

Ⅲ Ⅳ

A A

B C

C D

D D
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